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連結子会社間の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 当社は、本日開催の取締役会において、２０２６年４月１日を効力発生日として、当社の連結 

子会社であるメディアプレス瀬戸内株式会社が、同じく当社の連結子会社であるメディア発送 

株式会社を吸収合併することについて承認することを決議いたしましたので、お知らせいたし 

ます。なお、本合併は当社の連結子会社間での簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一部 

省略して開示しております。 

記 

１．合併の目的 

  当社の連結子会社であるメディアプレス瀬戸内株式会社並びにメディア発送株式会社におき 

 ましては、新聞業界の厳しい経営環境から初任給改定や賃上げ率の引き上げ、休日の増加等 

労働条件の大幅な改善が難しく、また、労働人口の減少や若年層の地方から都市部への流出 

などから厳しい採用状況となっております。今後もこの状況が続くと予測されることから、 

社員のオールラウンド化を進め、柔軟な人員配置ができる生産体制に再編し、継続的に安定 

稼働させることを目的として両社を合併することといたしました。合併により管理業務を一本 

化することで、業務効率を向上させ経費の圧縮を見込んでおります。 

２．合併の要旨 

  ①合併の日程 
   ・当社の連結子会社であるメディアプレス瀬戸内株式会社並びにメディア発送株式会社に 

おける合併契約取締役会決議日  ２０２５年１０月２８日 
   ・当社の連結子会社であるメディアプレス瀬戸内株式会社並びにメディア発送株式会社に 
        おける合併契約承認日           ２０２５年１０月２８日 

・当社における合併契約締結承認日 ２０２５年１０月２８日 
   ・合併効力発生日                ２０２６年４月１日 
   なお、本合併は、メディアプレス瀬戸内株式会社においては会社法第７９６条第２項に 

基づく簡易吸収合併であり、メディア発送株式会社においては、会社法第７８４条第１項に 
定める略式合併であるため、いずれも合併契約承認に関する株主総会を開催いたしません。 

②合併の方式 
    メディアプレス瀬戸内株式会社を存続会社とし、メディア発送株式会社を消滅会社とする 

吸収合併といたします。 

③合併に係る割当ての内容 
   メディア発送株式会社は、メディアプレス瀬戸内株式会社の完全子会社であるため、 

本合併による株式その他の金銭等の割当てはありません。 

④消滅会社の新株予約券及び新株予約券付社債に関する取扱い 

 該当事項はありません。 



  

３．合併当時会社の概要 

 存続会社 消滅会社 

①商号 メディアプレス瀬戸内株式会社 メディア発送株式会社 

②本社所在地 
広島県尾道市美ノ郷町本郷字新本郷 

１番地７７ 
広島県尾道市美ノ郷町本郷１番地７７ 

③代表者 代表取締役社長 関 宏晃 代表取締役社長 山内雅樹 

④主な事業内容 
読売新聞、朝日新聞、各種出版物 

などの印刷 
印刷物の梱包及び発送業務 

⑤資本金 ５０百万円 ５百万円 

⑥設立年月日 ２００８年４月１日 ２００８年５月２日 

⑦発行済み株式総数 １,０００株 １００株 

⑧決算期 ３月３１日 ３月３１日 

⑨株主及び持株比率 セキ株式会社       ６５％ 

株式会社読売新聞大阪本社 ３５％ 

メディアプレス瀬戸内株式会社 

１００％ 

⑩直近事業年度（２０２５年３月期）の経営成績及び財政状態 

 純資産 ４７９,０８７,２６１円 ３６,６７２,１７１円 

 総資産 ６９５,３３８,５３６円 ６１,６７０,８０７円 

 １株当たり純資産 ４７９,０８７円２６銭 ３６６,７２１円７１銭 

 売上高 １,６４７,５８６,４５８円 １９７,６４０,０００円 

 営業利益 ２０,９８０,９５９円 １,７０４,３３２円 

 経常利益 ２６,５７２,４３７円 ２,０１２,８５３円 

 当期純利益 １８,３２４,０４３円 １,４９２,１３５円 

１株当たり当期純利益 １８,３２４円０４銭 １４,９２１円３５銭 

４．合併後の状況 

  本合併に伴う当社の連結子会社であるメディアプレス瀬戸内株式会社の名称、所在地、代表

取締役社長の役職及び氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更はありません。 

５．今後の見通し 

  本合併は、当社の連結子会社同士の合併であるため、当社連結業績への影響は軽微であり 

ます。 

以上 


